裁判員制度の合憲性
１．テーマを選んだ理由

未だにその是非について議論が多く、かつ私たちが今後関わる可能性の大きい制度であり、興味深いテーマだと考えたからである。

２．議論の根本にあるもの
裁判員制度については、賛成派反対派からの様々な意見が出ている。だが、私は裁判員制度の議論の根本は「裁判に民意をとりいれることの是非」にあると考える。賛成派は、民意が裁判に反映されることによって、「司法の民主化」が進むことを期待している。一方、反対派は、多数のあやふやな常識の集まりでしかない「民意」が裁判を崩壊させることを恐れている。
３．憲法上の問題

裁判員制度を巡ってはいくつかの憲法上の問題があると、反対派からは指摘される。以下に挙げると
· 18条「意に反する苦役」
· 19条「思想良心の自由」

· 76条3項「裁判官の職権行使の独立」

· 32条「裁判を受ける権利」

· 37条1項「被告人の裁判を受ける権利」

などがある。この中でも私は、37条1項「被告人の裁判を受ける権利」が最も重要だと考える。
４．意見 
37条1項は以下のように規定している。

「すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を有する。」
裁判員制度における一番の問題点は、「民意｣を取り入れることが、被告人の公平な裁判を受ける権利を侵害するかどうかである。例えば、マスコミなどの影響を受けた裁判員たちによって、十分な議論が行われず、本来は無実であるはずの被告人を有罪にしてしまうこともあり得る。判決は被告人の一生を決定してしまうものにもなるので、この問題については特に議論されなければならない。
５．発表内容について 
一般的な問題点についても挙げる。更に、裁判員制度の憲法上の問題点について、賛成派と反対派の意見を両方紹介する。そのなかでも、裁判員制度は被告人の公平な裁判を受ける権利を侵害するかどうかについてを中心に議論する。
